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はじめに

　本書は，2021 年 10 月 16 日（土），17 日（日）に熊本学園大学で開催された日本
図書館情報学会第 69 回研究大会で筆者が口頭発表した「公立図書館における電子
図書館サービスの現状」をベースに加筆修正を行ったものである。口頭発表では主
に単純集計の結果を示すことに終始した。本書は，クロス集計や時間の制約上口頭
発表では示せなかった年代別図書館有効登録者数と電子図書館サービス利用者数，
年代別デバイス別貸出件数，電子図書館サービスの利用促進のための取り組み等，
電子図書館サービス提供による利用者の反応等についても記した。
　本書の刊行目的は大きく 2点ある。1点目は，公立図書館における電子図書館
サービスの情報共有である。筆者は研究大会で発表後，フィードバックとして送付
先のメールアドレスの記載がある回答館には，発表論文と当日会場で投影したパ
ワーポイントのスライドを送付した。フィードバックをご覧になった回答館からは
「電子図書館サービスを導入している図書館のおおよその傾向を知ることができて
よかった」「調査結果は電子図書館サービスを導入していない図書館も知ったほう
がよいのではないか」等多くの感想を頂いた。そこで，筆者は，どのような状況な
のかについて図書館業界や出版業界で情報を共有したほうがよいと考えた。とはい
え，アンケートを送付した際の依頼状には，発表の際には集計結果の全体の傾向を
示すことや回答図書館名を伏せてA図書館等の表記をする旨を記したことから，
本書においても「A図書館」等と表記した。
　2点目は，公立図書館における電子図書館サービスの普及である。導入図書館数
が 2020 年と 2021 年に増加しているもののまだ少ない。公益社団法人日本図書館協
会がウェブサイトで公表している公共図書館集計（2020 年）によると図書館総数
は 3,316 館である。一般社団法人電子出版制作・流通協議会が発表した電子図書館
（電子書籍貸出サービス）実施図書館（2022 年 1 月 1 日）によると，272 自治体，
265 電子図書館とある。導入状況は 8.0 ％である。
　電子図書館サービスを開始した新聞記事を目にすることは増えたが，本書脱稿時
点（2022 年 2 月 28 日）では導入は 10 ％未満である。筆者は公立図書館における
電子図書館サービスが現状より普及してほしいと考える。というのもデジタルトラ
ンスフォーメーション（DX）という文言をテレビや新聞で目にするようになっ
た。この概念は，『現代用語の基礎知識 2021』によると「デジタル技術で抜本的な
変革をもたらし，生活様式を向上させるという考え。2004 年スウェーデンのスト
ルターマン教授が提唱」1とある。デジタルトランスフォーメーション（DX）と
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言われながら，公の施設である公立図書館において電子図書館サービスの導入が少
ないのは IT 技術の活用が遅れているひとつと考えられる。とはいうものの導入が
少ないのは，導入と維持にかかる経費，コンテンツ費用とコンテンツそのものの充
実が大きく関係すると考えられる。図書館員と著者，版元等それぞれの利害関係者
の日頃からの対話が必要である。
　本書の主な対象読者は，電子図書館サービスに興味や関心がある人，著者，版
元，電子図書館サービスの販売事業者，電子図書館サービスを公立図書館に導入す
るか，しないのか判断に迷っている図書館員である。現場にいる図書館員は，電子
図書館が新聞等で話題にはなるがコンテンツ数はどれだけあるのか，導入した図書
館では実際にどれだけ利用されているのか等がわからないことがあるだろう。導入
するための予算取りの段階で，役所の財政課を説得する材料が足りないことも考え
られる。本書は，なるべく図書館関係者ではない一般の人でもわかりやすいように
言葉遣いや表現に留意しているが一定の学術的体系性をもつ研究成果を意識してい
る。そのため「Ⅰ．電子図書館サービスの導入検討に向けて」から「Ⅲ．2021 年
の研究の目的と意義」等は，まどろっこしいと感じるかもしれない。Ⅰから読む時
間がない場合は，「Ⅴ．2021 年の電子図書館サービスの現状」をご覧いただければ
公立図書館における電子図書館サービスの現状と傾向がわかることから，導入検討
や予算取りの資料づくりの材料として活用いただければ幸いである。
　最後に本書について相談した折，すぐに出版を決断していただきご尽力くださっ
た樹村房の大塚栄一氏に深くお礼を申し上げる。

　2022 年 2 月 28 日
� 吉井　潤　
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Ⅰ．電子図書館サービスの導入検討に向けて

電子図書館サービスの導入検討に向けて

Ⅰ

A．現況整理

1．言葉の定義

　新聞や雑誌，ニュース等で電子書籍や電子図書館サービスについて取り上げられ
ることが以前より多くなった。ただ，言葉の概念がまちまちでありわからなくなる
こともある。本書では，読者が読み進めるにあたって迷わないように日本図書館情
報学会用語辞典編集委員会が編んだ『図書館情報学用語辞典 第 5版』（丸善出版，
2020）を引用して言葉の定義を行う。
　「電子書籍」とは，以下のとおりである。

電子書籍　electronic book; e-book
従来は印刷して図書の形で出版されていた著作物を，電子メディアを用いて出
版したもの。従来の図書とは異なり，〈1〉表示方式，出力方式を読者が自由に
変更できる，〈2〉音声や動画を含めたマルチメディアにすることが可能であ
る，〈3〉項目間にリンクを張ったハイパーテキストにすることが可能である，
〈4〉コンピュータまたは専用の機械がなければ読むことができない，などの特
徴がある。コンテンツはインターネットなどで頒布され，電子書籍専用端末，
コンピュータ，スマートフォンやタブレット型端末などの携帯情報端末を用い
て閲覧する。2

　公立図書館では雑誌といえば『週刊文春』（文藝春秋）や『an・an』（マガジン
ハウス），『ゆほびか』（マキノ出版）等，利用が多いものを想像するだろう。あえ
て英訳すると「magazine（マガジン）」である。大学図書館においても雑誌を所蔵



2

しているが，『ネイチャー』（シュプリンガー・ネイチャー）や『サイエンス』（米
国科学振興協会）は「magazine（マガジン）」ではなく「journal（ジャーナル）」
と呼んでいる。これは雑誌の中でも学術雑誌を指し，英語では「academic jour-
nal」と言うが略して「journal（ジャーナル）」と言う。したがって，現在では公立
図書館に一般的に所蔵されている雑誌が電子版になったものを電子ジャーナルとは
言わない。あえて言うのであれば電子雑誌または電子マガジンである。
　電子ジャーナルは，以下のように定義されている。

電子ジャーナル　electronic journal
従来は印刷物として出版されていた雑誌，とりわけ学術雑誌と同等の内容を，
電子メディアを用いて出版したもの。電子雑誌，e- ジャーナル，オンライン
ジャーナルともいう。ウェブの利用が主流となっている。紙媒体の雑誌と並行
して出版されるもの，電子版のみのものがある。オープンアクセス雑誌のよう
に読者にとっては無料で公開されるものもある。3

　電子図書館は，以下のように定義されている。

電子図書館　electronic library
資料と情報を電子メディアによって提供すること，とりわけネットワークを介
して提供することをサービスの中心に据えて，従来の図書館が担ってきた情報
処理の機能の全体または一部を吸収し，さらに高度情報化社会の要請に呼応し
た新しい機能を実現させたシステムまたは組織，機関。1960 年代以降の図書
館機械化の流れの中で，1980 年代後半から北米の議論が日本にも紹介され，
1994 年に長尾真（1936 ―　）による電子図書館構想「アリアドネ」，1998 年に
「国立国会図書館電子化構想」（1998 ―　）が発表された。公共図書館の電子書
籍貸出サービスを指して「電子図書館サービス」と呼ぶこともあり，電子出版
制作・流通協議会の調査では全国 86 館で実施されている（2019 年現在）。イ
ンターネット上のシステムやサービスを指して「デジタルライブラリー」とも
呼ばれる。4

　筆者は電子書籍のみをシステムに搭載したのを指して電子図書館と言うのではな
く，雑誌，動画，ポスターやチラシ等の情報源，その地域の情報も含めて広く捉え
ている。電子図書館をサービスとして提供することを電子図書館サービスと言う。
従来の紙の本の数え方は 1冊，2冊が一般的であるが，電子図書館においては 1
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件，2件，1タイトル，2タイトルと呼ぶことが多い。

2．公共貸与権と公衆送信

　リアルな図書館で排架している紙の本を利用者が借りることは，著作権法で言う
貸与である。非営利，無料であれば著作権者に許諾なく図書館は，利用者に該当す
る紙の本を貸すことができる。しかし，電子書籍は貸与ではなく公衆送信であるこ
とから，著作権者の許可がないと図書館での電子書籍の貸出はできない。人気作家
の小説が電子図書館サービス用のコンテンツとしてないのは，逸失利益を踏まえて
著作権者，版元が許可をしていないからである。紙の本の予約件数が 100 件以上に
なる小説を電子図書館サービスで提供するとなると，著作権者と版元が逸失利益を
見込んで価格を高くするのは当然である。
　15 年以上前になるが，産経新聞で公共貸与権の記事があり，作家の東野圭吾氏
は次のコメントをしていた。

　作家，版元は，書店で定価で買ってくれる読者によって報酬を得，次の本作
りができる。書店で買う人，新古書店で安く買う人，レンタル店で安く借りる
人，図書館で無料で読む人が，同じ読書サービスを受けるのはアンフェア。よ
り早く新刊を読めるなど，書店で買うお客さんを優先したい。5

　2020 年，新型コロナウイルス感染症（COVID-19）によって版元は東野圭吾氏
の小説を電子書籍化したため，オンライン書店で現在も購入することができる 6。
　紙の本で発売されたものがすべて電子書籍として販売されるわけではない。紙の
本を電子書籍として販売していても，著者や版元によっては図書館用に販売すると
は限らないのである。

3．紙の本と電子書籍の違い

　紙の本と電子書籍では何が違うのか，拙著『事例で学ぶ図書館サービス概論』
（青弓社，2022）を例にして示す。図Ⅰ― 1 は，オンライン書店 honto（ホント）で
筆者の名前を入れて検索した結果の一部である。紙の本と電子書籍の両方が検索結
果として表示されている。電子書籍のほうは，発売日が 2022 年 2 月 8 日，ブラウ
ザ，iOS，Android，Win，Mac とあり，対応するデバイスを確認できる。購入し
ても対応していなければ読むことはできないのである。紙の本では発売日が 2022
年 1 月 25 日である。図Ⅰ― 2 は紙の本の目次の一部と「シリーズ 「事例で学ぶ図書
館」 全 11 巻刊行によせて」の一部である。図Ⅰ― 3 は電子書籍で文字サイズを変更
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﻿　電子図書館サービスと利用に関するアンケートへのご協力のお願い　回答用紙

おわりに

　本書が出版される 2022 年 6 月 2 日は，2020 年調査から 2年，本研究から 1年近
く経っている。電子図書館サービスを販売している各事業者は，電子図書館サービ
スはプラットフォームビジネスと捉え，導入したもの勝ちと考えているだろう。そ
のために各事業者はシステムの改修やコンテンツを充実させシェア獲得を目指して
いる。現在，事業者間の競争が激しい。電子図書館サービスの導入検討に際しては
各事業者に最新のシステム情報やコスト等について問い合わせるほうがよいと考え
る。
　また，電子図書館サービスの導入に際しては，紙の本を購入して書架に並べるわ
けではないのですぐサービスを導入できると思わないほうがよい。発注からサービ
ス提供までにおおよそ 3カ月を見込んでいたほうが，コンテンツの選定やサイトの
構築，運用テスト，広報等を無理なく進めることができるだろう。
　今後も筆者は，電子図書館サービスを提供している公立図書館に対し利用状況を
再度知るために本研究のようなアンケートを依頼する可能性がある。その際は，可
能な範囲で回答していただけると幸いである。もちろん，回答館には研究大会等で
発表後，速やかにフィードバックを行う。

　2022 年 5 月 15 日
吉井　潤　
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